
 

 

 

 

 

広陵町男女共同参画行動計画 

－改定版－ 

（骨子案） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 4 年 10 月 

広陵町 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 1 

 

 



 



 3 

 

内閣府男女共同参画局ホームページより 



 

 

 

 

 

  

広陵町 

男女共同参画行動計画 

○女性活躍推進法に基づく推進計画 

○ＤＶ防止法に基づく基本計画 

広陵町総合計画 

広陵町まち・ひと・しごと 
創生総合戦略 

広陵町地域防災計画 
広陵町避難所基本計画 
広陵町健康増進計画 
広陵町子ども・子育て 

支援事業計画 
広陵町介護保険事業計画 
広陵町高齢者福祉計画 
広陵町障がい者計画 
広陵町障がい福祉計画 
広陵町創業支援事業計画 
広陵町特定事業主行動計画 

根拠となる法律 

男女共同参画社会基本法 

ＤＶ防止法 

女性活躍推進法 

○広陵町男女共同参画行動計画は、町の最上位計画

である総合計画に基づき、他の個別計画との整合

性を図った計画で関連する計画を男女共同参画の

視点で横断的にとらえる役割を果たします。 
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ジェンダーの平等を達成し、 

すべての女性と女児のエン 

パワーメントを図る 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

                                                
1 持続可能な開発のための 2030 アジェンダ（SDGs）：平成 27 年（2015 年）年の国連サミットで採択された「持続可

能な開発のための 2030 アジェンダ」に記載された 2030 年までに持続可能でより良い世界を目指す国際目標。17 の
ゴール・169 のターゲットから構成され、地球上の「誰一人取り残さない」ことを誓っている。 

2018 年度 2019 年度 2020 年度 2021 年度 2022 年度 2023 年度 2024 年度 2025 年度 2026 年度 2027 年度 

H30年度 R1年度 2年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度
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資料：総務省「国勢調査」 
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注）世帯類型別割合は、総数から世帯類型「不詳」を除いた世帯数を分母として算出している 

資料：総務省「国勢調査」 
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資料：国会は、衆議院・参議院各事務局調べ 

県議会、町議会は、総務省「地方公共団体の議会の議員及び長の所属党派別人員調」 

 

■ 地方自治法（第 202 条の 3）に基づく審議会等における女性の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：内閣府男女共同参画局「地方公共団体における男女共同参画社会の形成又は女性に関する 

施策の推進状況」 
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資料：内閣府男女共同参画局「地方公共団体における男女共同 

参画社会の形成又は女性に関する施策の推進状況」 

■ 広陵町 

 小中学校 校長 小中学校 教頭 

計 うち女性 女性割合 計 うち女性 女性割合 

平成 29(2017)年度 7 人 1 人 14.3％ 7 人 2 人 28.6％ 

平成 30(2018)年度 7 人 1 人 14.3％ 7 人 2 人 28.6％ 

令和元(2019)年度 7 人 1 人 14.3％ 7 人 2 人 28.6％ 

令和２(2020)年度 7 人 0 人 0.0％ 7 人 1 人 14.3％ 

令和３(2021)年度 7 人 0 人 0.0％ 7 人 1 人 14.3％ 

■ 奈良県 

 小中学校 校長 小中学校 教頭 

計 うち女性 女性割合 計 うち女性 女性割合 

平成 29(2017)年度 300 人 25 人 8.3％ 315 人 44 人 14.0％ 

平成 30(2018)年度 299 人 28 人 9.4％ 314 人 57 人 18.2％ 

令和元(2019)年度 298 人 33 人 11.1％ 313 人 62 人 19.8％ 

令和２(2020)年度 288 人 38 人 13.2％ 302 人 64 人 21.2％ 

令和３(2021)年度 283 人 48 人 17.0％ 303 人 67 人 22.1％ 

資料：奈良県「学校基本調査結果」 
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資料：内閣府男女共同参画局「地方公共団体における男女共同参画社会の形成又は女性に関す

る施策の推進状況」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注)共働き世帯は、「夫、妻共に就業者である世帯」 

資料：総務省「国勢調査」 
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資料：総務省「国勢調査」（令和 2年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：総務省「国勢調査」 
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資料：総務省「国勢調査」 
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 令和元(2019)年 令和 2(2020)年 令和 3(2021)年 

全体 男性 女性 全体 男性 女性 全体 男性 女性 

奈良県 304.4 331.3 259.5 296.0 324.0 252.0 289.7 317.1 248.6 

全国 307.7 338.0 251.0 307.7 338.8 251.8 307.4 337.2 253.6 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注)令和２年より有効回答率を考慮した推計方法に変更 

資料：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」 
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■一時保護人数と平均保護日数 

 

 

 

 

 

 

資料：奈良県「奈良県の DV 相談状況等について」 
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